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Abstract
In Japan, there are more and more cases of local energy companies supplying
energy to the community while utilizing local renewable energy. Expectations
are rising for this attempt to promote local production for local consumption of
energy and to circulate local funds within the community. This paper examines
the implementation of a community energy business entities (CEBEs) in a
mountainous region using the case of Oguni Town in Kumamoto Prefecture as
a case study. Next, based on interviews with stakeholders supporting CEBE, re-
lationships among stakeholders, and the role of the fund entity, the governance
of CEBE is discussed.
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1．はじめに

1．1 背景と目的
近年、我が国において地域のエネルギー会社が地域内の再生可能エネルギーを活
用して地域にエネルギー供給する事例が多数出てきており、エネルギーの地産地消
を促進し、地域の資金を地域内で循環できる取組として期待が高まっている。経済
産業省資源エネルギー庁（2021）によれば、全販売電力量に占める新電力のシェア
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は、2021年3月時点で約19．7％、小売事業者の登録数は増加を続けてきており、2021
年6月末時点で727件である（経済産業省資源エネルギー庁（2021））。環境省では、
地方自治体の戦略的な参画の下で小売電気事業を営み、得られる収益等を活用して
地域の課題解決に取り組む事業者を「地域新電力」と呼んでいる（環境省（2021））。
近年、地域新電力や地域における再生可能エネルギーの普及に関する研究も増えて
いる（飯田他（2014）、諸富［編］（2015）、中山（2021）など）。
本稿では、熊本県小国町を事例に、中山間農村地域において地域エネルギー事業
を行う意義や目的、ステークホルダー間の関係や個々の運営主体の役割について検
討する。その上で、第2に、地域新電力の出資団体であるステークホルダー（特に
金融機関や協同組合）の位置づけについて明らかにするとともに、地域住民や企業
の参加といった地元の関与の状況を踏まえ、地域エネルギー事業におけるガバナン
スのあり方を考察する。

1．2 先行研究
これまで日本の農村が目指すべき持続可能な地域づくりの方向性は、「地域資源
を活かした農林水産業の新たな展開」、そして「地域間の交流・連携と地域への人
の誘致・移動の促進」であるとされる。これらは日本の国土形成計画（2008年閣議
決定）で謳われていた文句である。しかし、佐無田光によれば、国土形成計画は農
山漁村の理想論だけを語って、国土の構造に切り込まず、地域の自助努力に基づく
自立と連携を求める書き方になっている、と指摘する（佐無田（2014）p．22）。
小田切徳美は、農山村では、①地域資源の保全的利用を行う内発的産業の確立、
②「地消地産」をベースとする地域内循環型経済構造の構築、③多業化経済の個人
レベル、地域レベルでの再構築という方向性（原則）が現実に進んでおり、その持
続化が農山村再生のために求められている（農山村経済再生の3原則）、を指摘し
ている（小田切（2018）p．71）。また、福島第一原発事故後の新たなエネルギーシ
ステムのあり方として、「エネルギー転換」の重要性、そして、エネルギー転換の
担い手として地域の主体に着目した「地域からのエネルギー転換」を通じた「エネ
ルギー自立」が求められている。山下隆俊は、「ドイツなどでは地域の市民が主導
して再生可能エネルギーの導入を進めることで、原子力に代表される中央集権的な
エネルギー供給の構造を分権化し、地域の「エネルギー自立」を目指す取り組みが
行われている。単なる「エネルギー転換」ではなく、「地域からのエネルギー転換」
と呼ぶべき状況といえる」と指摘する（寺西・石田・山下［編］（2013））。
農山村とエネルギーとの関連でいえば、「地域からのエネルギー自立」によって、
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農山村にエネルギー供給業という新産業が創出され、域内のエネルギー自給や域外
へのエネルギー供給による収入を通じて地域に経済効果がもたらされる。これこそ、
「地域に必要だがない産業部門を地域が主体となって創る」という「内発的発展」
による地域振興（保母（2013））が期待される。ここで「内発的発展」とは、「地域
の企業・労働組合・協同組合・NPO・住民組織などの団体や個人が自発的な学習
により計画をたて、自主的な技術開発をもとにして、地域の環境を保全しつつ資源
を合理的に利用し、その文化に目指した経済発展をしながら、地方自治体の手で住
民福祉を向上させていくような地域開発」をいう（宮本（2007）p．306）。
佐無田は、農村経済が成立するための一つとして「社会的企業による公民連携」
を挙げている。近年、市場の資源（事業収入）と、公的資源（行政からの委託事業
や都市住民のボランティア）を組み合わせることで必要なサービスを提供する半営
利・半公共の事業スタイルが注目されている（佐無田（2014）p．22）。社会的企業
は、経営面で民間ビジネスと同等の事業の工夫や革新を発揮する経営体である。他
方、公的な制度設計や地域社会の合意形成など公民連携を成立要件とする。これは、
福祉国家型のマクロな混合経済に対し、事業レベルのミクロ的な混合経済の展開と
いえる（Borzaga and Defourny（2001））。
では実際に、中山間農村地域において地域エネルギー事業を行う意義や目的とは
何なのか、また、地域エネルギー事業のステークホルダー間の関係や事業運営主体
毎の役割を明らかにするため、筆者らは2021年5月に、オンラインにてネイチャー
エナジー小国（株）及び小国町、関連民間企業に対してヒアリング調査を行った。

2．調査分析1

本報告で取り上げる熊本県小国町は、2021年11月現在、総人口6，748人2で、国内
有数の地熱地帯であり、温泉や発電所による地熱活用が盛んである。これらの豊富
な森林資源と地熱資源によって再生可能エネルギーのポテンシャルを有し、2018年
6月、これらの地域資源を活かした持続可能なまちづくりを目指し、国から「SDGs
未来都市」の選定を受けた。2016年8月には、地域小売電気事業者「ネイチャーエ
ナジー小国株式会社」を設立し、電力小売りによるエネルギー地産地消及び地域振
興に資する調査・企画・事業興しを通じた地方創生の実現を目指している。さらに、

1 筆者らは、2021年5月31日に、オンラインにてネイチャーエナジー小国（株）及び小国町、パシフィックパワー
株式会社に対して、ヒアリング調査を行った。本章はヒアリング調査の内容に基づくものである。
2 熊本県小国町ホームページ。
（URL）https://www.town.kumamoto-oguni.lg.jp/（Accessed by 2021/11/22）参照。

地域新電力を通じたエネルギー事業化と地域活性化

33

ｒ／県立大　県立大学論集　第55巻第3号／第55巻第3号／Ｐ031＿046白　3／稲　平島　加藤　木下 2022.02.25 10.11



図1 NEOに参画しているステークホルダーの出資比率

（出所）筆者作成。

地域で創出された再生可能エネルギーを域内で消費又は売電・売熱することで、地
域内経済循環を実現するとともに、農林業者の経営安定化に貢献し、農林業の競争
力向上を図ることを目指している（森（2020））。

2．1 設立の経緯及び事業概要
地域新電力のネイチャーエナジー小国（株）（以下、NEO）は2016年8月8日に
設立され、自治体や企業とともに電力小売事業や地域振興事業の実施を目的とする
企業と熊本県小国町と共同で設立された。資本金は900万円、NEOに参加している
ステークホルダーの出資比率に関しては、図1でも示したように、筆頭株主の小国
町が37．8％の他、エネルギー関連のコンサルティング会社の100％子会社であるパ
シフィックパワー株式会社が37．2％、地域金融機関である熊本銀行及び肥後銀行の
2行が各5％、農業協同組合（JA阿蘇小国郷）、小国町森林組合、そして、わいた
温泉地組合が各5％である。小国町を筆頭株主に地域新電力を支えていく中心と
なっていくとともに、地域事業者にも出資参画を得るなど地域に根差し、農林業と
の関わりも重視した地域小売電気事業者として、公共施設や農林関係者への電力小
売を開始した。

設立経緯として、小国町はもともと環境モデル都市に選定され、自然エネルギー
を活用していくというスタンスが当初よりあったこと、電力自由化されたため参入
がしやすかった背景がある。加えて、発電した電気を地域で活用する方法として小
売電気事業があるのではないか、また、今後再エネを地域の中で普及して域内を豊
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かにしていくという町の意向をくみながら、実績あるコンサルティング会社から地
域新電力の設立を持ちかけられた、とのことである。
地域新電力を設立・運営している目的としては、自然由来の小国町産のエネル
ギーを町内の公共施設や民間施設に提供し、エネルギーの地産地消を目指すととも
に、SDGs の観点から地域の環境関連事業に貢献することである。電力は地域の再
生可能エネルギーから購入し、公共施設、地元企業を対象に安価な電力を供給する。
利益は環境モデル都市や農林業振興の関連事業への投資に使うことで町民への還元
を目指している。
需要側の契約先として、公共施設、森林組合、農協、民間工場等で1，830kwhが
ある。一方、一般家庭向けにはこれから普及予定である。他方、電力供給は2017年
1月から開始している。取り扱っている電力はすべてFIT電源、つまり固定価格
買取制度（FIT）で売電されている。このうち地元の電気が13．7％、その他が市場
や相対での取引（日本卸売電力取引所（JEPX））からの調達が86．3％である。供給
可能な状況は、自然由来の電力ということで、町内の太陽光発電と温泉熱のバイナ
リー発電所を使っている。なお、温泉熱バイナリー発電は、もう1か所契約を進め
ており、今後さらに割合が増えてくる予定とのことである。

2．2 本事業におけるステークホルダー等の関係
次に、NEOにおけるステークホルダー間の関係については、小国町が主体でコ
ンサルティング会社の支援も受けつつ、地域新電力事業の設立趣旨等に合わせて、
地域の業界団体や金融機関に出資の協力を呼びかけた。情報共有については、年1
回程度の総会を実施しており、出資している地方銀行2行に加え、JAを含む3つ
の地域金融機関が参画している。
雇用については、NEOに直接雇用はなく、事業形態としてNEOから包括業務
委託としてパシフィックパワーに委託している。町内で動いていく必要がある場合
には、町役場職員にお願いしている部分があるが、今後は営業活動を増加させるこ
とも含め、町内事業者と連携を模索している段階にある。また、JAが参画するこ
とで、直売所や大型の保冷倉庫、庁舎などかなりの施設を保有しており、今後、電
力供給や熱供給先に関して、農家との連携の可能性が期待されている。さらに、農
林分野における省力化・省エネ化にも注力しているが、NEOが農協施設に対して、
省エネ診断を行い、再生可能エネルギーの中でも太陽光について提案し、普及を推
奨している。
これまでの調査から、以下のようなことがわかる。小国町における地域新電力の
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特徴とは、1．以前からの環境意識の高さ、2．金融機関が3つあること、3．農
協、（JA）、森林組合など、協同組合の存在である。ここで、いくつかの論点が挙
げられる。第1に、地域エネルギー事業における資金調達と金融機関の役割、第2
に、ステークホルダーのなかでも JA阿蘇小国郷のような農協小国町森林組合、わ
いた温泉郷組合のような協同組合参画の意味についてである。また、第3に、地域
の産業や住民の参加や連携といったNEO事業運営の協働のガバナンス、がある。
以下、順に検討する。

3．考察

3．1 地域エネルギー事業における資金調達と金融機関の役割
再生可能エネルギーは地域貢献や環境貢献といった側面から、社会的意義の大き
な事業である一方、とくに開発の初期段階に相対的に多額の資金が必要になる傾向
がある。発電設備に多額の費用がかかるほか、エネルギー資源量の調査や関係法令
への対応、環境アセスメントの実施など、準備段階にも費用が必要になるためであ
る。一方、再エネ事業は総合段階にさえ至ってしまえば、支出面は創業・保守費用
に限定され、FITが導入されている国・地域では安定して売電収入を得ることも
できる。そのため、非常に事業計画を立てやすい事業である（寺林（2013a）pp．137
‐138）、といわれている。
日本やドイツのFITは、内部収益率（IRR）3という算出方法をもとに、初期投
資段階をその後の売電収入で確実に回収できるよう設計されている。初期費用を事
業計画通りに回収できるかどうかが大きなポイントである（寺林（2013a）p．138）。
FIT導入以前の再エネ事業の資金調達は補助金依存度が高く、金融機関からの借
入は限定的にしか行われてこなかった。しかし、新たな再エネ助成制度としてFIT
が導入されることによって、再エネ事業の資金調達は大きく変化してきたFITは、
電力売渡価格を一定期間固定してキャッシュ・フローを安定させ、事業採算性を確
保することで民間の設備投資促進を図る政策である。実際、意図された通り設備投
資計画が立てやすくなった再エネ事業は、民間の参入も飛躍的に拡大することに
なった。一方、FIT導入に伴い、再エネに係る補助金予算は、実証実験事業など
の一部を除き大幅に削減された。FIT導入によって、再エネの資金調達は、補助

3 IRR とは、International Rate of Return の略である。金森久雄他［編］（『有斐閣経済辞典』（第5版）によれ
ば、内部収益率とは、企業の投資プロジェクトについて計算される収益率の1つで、それから期待される一連の
将来収益の割引現在価値を、それに必要な投資支出に等しくするような割引率として定義される。詳細は、金森
久雄・荒憲治郎・森口親司［編］『有斐閣経済辞典』（第5版）有斐閣、p．958、参照。
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金依存型から民間資金・ノウハウ型へと大きく転換したといえるとともに、金融機
関からの借入が資金調達の前提となったといっても過言ではない（寺林（2013b）
pp．42‐43）。
2．1で述べたように、取り扱っている電力がすべてFIT電源、で売電されてい
る電気になる。2020年時点で、地熱発電の場合、15，000kW未満の場合、40円＋税
（調達期間15年間）、また、間伐材等由来の木質バイオマスは、2，000kW未満の場
合、40円＋税（調達期間20年間）であり、2012年度時点と変わっていない（経済産
業省資源エネルギー庁HP）。しかし、FITの廃止も含む制度変更も鑑みれば、売
電収入を確実に得られ、投資が回収できるのか、といった卒FIT後の地域におけ
る電源構成のあり方や資金調達も大きな課題の一つとなっている。地域主導で再エ
ネ事業を展開するには、地域新電力設立の際に事業の趣旨・目的をよく理解した上
で、ステークホルダーとして金融機関の参画も含め検討する必要がある。
地域金融機関に期待される役割として、寺林（2013b）は、大きく3つの点を指
摘している。第1に、小規模分散型の再エネ事業と地域金融機関の関係性、つまり
小規模分散型の再エネ事業は地元企業や地域組織が行う場合が多く、融資額も相対
的に小さいため、その地域を営業エリアとする地域金融機関が借入先として選択さ
れることになる上、地域金融機関は業態ごとに専門性を持つため、特定の再エネ事
業への関与が特に重要になる場合がある。第2に、地域金融機関は地域に多数の取
引先を抱えており、ビジネスマッチング業務などを日常的に行っていることから、
地域内の企業・組織をつなぐコーディネーター役として地域の再エネ事業を活性化
させる役割を果たしやすいと考えられる。また、金融機関は、地域の自然条件を踏
まえた事業審査のノウハウを蓄積しうること、さらに、特に共同組織金融機関の場
合には、業態ごとに中央機関を持っているが、この中央機関が適切な役割を果たす
ことで、各金融機関の再エネ推進をサポートすることができると考えられる。第3
に、地域における価値創造や地域活性化への貢献は、地域金融機関の経営理念その
ものであり、営業エリアの経済的発展は自らの事業存続の要件であるともいえる。
また、再エネ事業は、環境問題の解決や持続可能な社会の形成を志向する事業であ
り、地域金融機関にとって環境金融・社会的金融の具体的実践として捉えられてい
る（寺林（2013b）pp．44‐46）。
また、再生可能エネルギー事業を始める際のファイナンス方法については、いく
つかあるが4、この中で、出資を受けることによって資金調達を行う方法がある5。

4 再生可能エネルギー設備のファイナンス方法としては、出資以外の方法として、メザニン、融資、その他（リー
ス、募金・寄付金、補助金）などがある。詳細は寺林（2013b）p．142 参照。
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とくに地域主導の再生可能エネルギー事業の場合は、その出資方法として、第1に、
協同組合を設立し、その組合員から出資を募る方法、第2に、市民ファンド6を通
じて出資を集める方法、第3に、事業者が株式会社となり、株式発行を行う方法で
ある。なお、協同組合参画の意味については3．2で検討する。
一方、金融機関などの借入に関しては、出資と並んでファイナンスの大きな柱と
なる。地域主導の再生可能エネルギーへの融資の場合、その担い手としては、地域
金融機関が最も有力である。その理由は、①地域金融機関は小規模事業からの借入
ニーズに応えることができること、②地域経済への貢献という経営理念と合致する
こと、③に、地域金融機関は営業エリア内の社会・経済状況を熟知しており、リレー
ション・バンキング7に長けていることである。
さらに、近年では、再生可能エネルギーへの融資では、プロジェクト・ファイナ
ンス89と呼ばれる手法が取られることも多い。この手法は、安定収益の確保のみを
担保として借入を行うため、採算性について徹底的な査定を行うのが一般的である。
しかし、再生可能エネルギーでも、洋上風力発電や巨大メガソーラーなどの大規模
事業が対象となり、その借入先も大手銀行が主体となる。基本的に小規模事業には
不向きな手法であり、地域主導の再生可能エネルギー事業にそのまま適用するには
無理がある（寺林（2013a）pp．145‐146）、という主張もある。
地域主導で再生可能エネルギー事業を展開するには、地域新電力設立の際に、事
業の趣旨・目的をよく理解した上で、ステークホルダーとして金融機関の参画も含
め、検討する必要がある。

5 これは、エクイティ・ファイナンスとも呼ばれる。
6 市民ファンドとは、狭義には、税制優遇を受けられる法人格を持ち、一般市民や地域企業から集めた寄付中心
の原資を事業に配分する仕組みである。国土交通省は、「地域の活性化やまちづくりを目的として地域住民や地
元企業などから寄付金を募り、住民グループなどの活動や事業などを助成するもの」と位置づけた上で、風力発
電事業等の公共性や社会性の高い特定の事業に対して市民が出資する「事業や活動の特定性」にも言及している。
詳細は、永富・藤木・古賀（2014）を参照。
7 リレーション・バンキングとは、金融機関と借り手の間の親密な取引関係を通じて金融機関がソフトな情報を
蓄積し、さまざまなメリットを生み出すことである。（詳細は、筒井義郎・植村修一編（2007）『リレーションシッ
プバンキングと地域金融』日本経済新聞出版社、を参照。）
8 プロジェクト・ファイナンスとは、特定したプロジェクトが借入人となる借入形態のうち、債務返済のための
原資が当該プロジェクトから生み出されるキャッシュフロー（現金収支）に依拠し、担保は借入人の資産に限ら
れ、原則として、親会社等からの債務保証を必要としない資金調達のことである。プロジェクト・ファイナンス
では通常、新たに事業を始めるための事業会社である特別目的会社（SPC：Special Purpose Company）を設立
し、その SPCが借入主体となる。（詳細は、堀切（2021）参照。）
9 なお、プロジェクトファイナンスの具体的な事例としては、自然電力株式会社は、佐賀県唐津市における「唐
津市湊風力発電所」の建設に必要な資金に関するプロジェクトファイナンス契約を、株式会社東京スター銀行を
アレンジャーとし、株式会社佐賀銀行（佐賀県佐賀市）および株式会社豊和銀行（大分県大分市）を含むシンジ
ケート団と、2016年12月22日に締結した。本契約を踏まえ、自然電力発となる風力発電の開発案件が2017年に着
工した事例がある。詳細は、自然電力website「自然電力発となる風力発電の開発案件が2017年2月に着工」2016．
12．22｜プレスリリース」（（URL）https://www.shizenenergy.net/2016/12/22/development-of-the-first-wind-
power-plant-start-in-feb-2017/）（2021年11月7日閲覧）参照。
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3．2 協同組合参画の意味
NEOには、3つの協同組合がステークホルダーとして参画している。その背景
として、戦前の日本では、発電事業は主として民間企業が担っていたが、効率の悪
い農村部への電気の導入には消極的であった。このため、多くの地域で町村営電気
事業が実施され、また住民たちによって電気利用組合が組織されたのである。その
後、日本の電気事業は戦時体制に入ると国家管理の下におかれ、戦後は大手電力に
よる地域独占体制へと移行した。しかし、戦後になっても農山漁村部では、十分に
電気が供給されない地域が残されていたため、1952年「農山漁村電気導入促進法」
が制定され、農協（JA）や土地改良区などの農林漁業団体が実施する事業に対し、
農林漁業金融公庫（当時、現在の日本政策金融公庫）の政策融資その他で支援を行
うものであった。これにもとづき多くの農協で小水力発電が実施された。その後、
JAは東日本大震災後、すでに再生可能エネルギーへの取組を全国で開始している
（石田（2013）pp．117‐119）。
ドイツでは農村の人々自ら電気を供給するためにエネルギー協同組合が登場し
た10。ドイツ協同組合・ライファイゼン協会（DGRV）11の調査によれば、人々が協
同組合を設立した動機としては、投資収益への期待は目立ったものではなく、再エ
ネの推進や地域の価値を創造したいとするものが多い。また、地域住民によって設
立された営利を追求しない組織である協同組合は、地方自治体との連携も進めやす
い組織である、ということが挙げられている（石田（2013）p．108及び pp．115‐116）。
また、吉田（2015）によれば、エネルギー協同組合は、再生可能エネルギーの地
域における普及と受容に大きな効果があるという。まず、エネルギー協同組合は、
エネルギーの自給自足を目に見えるかたちで行い、またグリーン投資の機会となり、

10 例えば、バーデン＝ヴェルテンベルク州のガイスリンゲンにあるアルプ発電所協同組合は、1910年から地域に
電気を供給してきた。石田（2013）は、再生可能エネルギーに取り組むうえで、協同組合はそれに適した組織だ
と考えられている理由として4つ挙げている。①ドイツでは、再生可能エネルギーの生産は、農村部に多く賦存
する自然資源を利用して、小規模分散型で、地域の利益につながる形で取り組むべきだという考え方が強い。そ
のためには、地域の住民みずからが事業に参加し、地域の資金を有効に活用し、そこから生まれる利益も地域の
なかに還元することが望ましい。それに最も合う組織形態が協同組合なのである。②エネルギー協同組合は、地
域における事業を進めやすいように、重層的に組織されるケースもみられるが、このような組織構造は、狭い地
域において住民を巻き込むことを可能にするとともに、広域的な視野でプロジェクトを考え、地域間の利害調整
を行うこと、されには事業を企画・実施するうえでの専門性を強化することを容易にしている。③協同組合の民
主主義的な特性により地域の合意形成が容易になる。④資金調達の容易さ、である。詳細は、石田（寺西他［編］
（2013）第3章）を参照。
11 ドイツ協同組合連合会（Deutscher Genossenschafts-und Raiffeisenverband：DGRV）は、ドイツの信用組合、
農業組合、中層企業組合、消費者組合の連合組織である。それによれば、エネルギー協同組合は急速に増え、2014
年末には、これが772組合、約13万人の参加で総資本は3800万ユーロ（約613億円）に達しているという（Ener-
giegenossenschften, Ergebnisse der DGRV-Jahresumfrage, zum 31, 12. 2014）。協同組合のうち、約10％がエネル
ギー協同組合である。サッカークラブのように自主的に管理して、地域の会社、市民の所有にできる。有限会社
などと違い、弁護士や監査が不要である。なお、Wierling et al（2018）によれば、2018年6月時点で、ドイツは
エネルギー協同組合の数が824となっている（Wierling et al（2018）p．9）。
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平均で4％の収益を上げている（通常の10％‐12％よりも低い）。つまり、「エネル
ギー大転換」を地域から担うものである。もう一つの役割は、地元の参加、雇用、
利益の地元還元が期待できることである。また、エネルギー協同組合は、中小規模
の投資に向いており、洋上風車などの大規模な投資には、あまり向いていない。実
際、エネルギー協同組合は太陽光パネルが多い。資金の約3分の1は組合員の株で、
残りは銀行、特に地域の協同組合銀行からの融資を受けることが多いという。さら
に、エネルギー協同組合の運動は、共通して、①熱心なリーダー、パイオニアが存
在すること、②投資のタイミング、③参加の動機、が重要であるという（吉田（2015）
pp．159‐160）。
ドイツにおけるエネルギー協同組合の事例を挙げよう。バイエルン州北部は旧東
ドイツのチューリンゲン州との境界にあり、レーン・グラーブフェルト群は、人口
8万7，000人で、農民は減り続けている。群役場があるバード・ノインシュタット
に本部をもつアグロクラフト社は、周辺の町村でエネルギー協同組合を、各種の再
生可能エネルギーのプロジェクトごとに約40作っている。バイエルン農民連盟が中
心となって創られたアグロクラフト社は、協同組合の理念に基づいて、地元でエネ
ルギー協同組合をつくり、地域がイブからの投資で再生可能エネルギーの成果と収
入を外部に流出させる代わりに、施設の近くの住民の理解と参加を得て、収益を地
域に戻す活動を行い、ドイツの「エネルギー大転換」を下から支える狙いがある（吉
田（2015）p．166）。
ドイツでは、協同組合は単一の法律によって規定されており、かなりの部分を定
款で定めることとなっており、柔軟な内容を持ち、協同組合の設立も比較的自由に
できる。しかし、ドイツと異なり、日本は地域の住民が再生可能エネルギー事業を
目的とする協同組合を独自に設定することが制度上できない。日本では、農業、漁
業、生活等の種類別に法律が制定されており、自由に組合を設立できるわけではな
い。加えて、日本では、組合会員以外の利用に対する規制が厳しい。日本は農林漁
業の協同組合や生協などのほか、事業協同組合、企業組合など中小企業者のための
協同組合がある。すでに再エネ事業を実施している企業組合も資金調達の多くは、
融資、出資、寄付、補助金に頼っているのが現状である。以上の点から、日本では
ドイツのようなエネルギー協同組合を設立することが、事実上困難な状況にある（石
田（2013）pp．129‐132）。
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図2 NEOの事業スキーム

（出所）農林水産省（2016）p．9より転載。

表1 NEOの意義

（出所）農林水産省（2016）p．9より転載。

3．3 NEOの事業運営における協働のガバナンス
―地域の産業や住民の参加・連携―

NEOの事業スキームは図2の通りである。また、NEOの意義については、経済
面、環境面、社会面の各方面から表1の通りである。

4．おわりに

本稿では、熊本県小国町を事例に、中山間農村地域において地域エネルギー事業
を行う意義や目的、ステークホルダー間の関係や個々の運営主体の役割について検
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討した。その上で、地域新電力の出資団体であるステークホルダー（特に金融機関
や協同組合）の位置づけについて明らかにするとともに、地域住民や企業の参加と
いった地元の関与の状況を踏まえ、地域エネルギー事業におけるガバナンスのあり
方を考察した。
今後の課題として、第1に、NEOでは、公共施設などに電力及び熱を供給して
いるが、一般家庭への供給に向けた普及と認知が求められる。また、温泉バイナリー
発電に加え、森林バイオマスなど、自然エネルギーのポテンシャルはあるが、熱需
要が少なく、現状の熱需要量では熱供給先の確保を行わないと熱供給事業の採算が
合わないという現場の認識もある。農林業分野や耕作地などにおける再生可能エネ
ルギーの活用を通じ、需要拡大につながると思われる。また、農協など地元業界団
体において電気料金が安くなったり、地域エネルギー事業を通じて地域貢献につな
がり、参画のメリットが享受できるようにしていく必要がある。
第2に、小国町では、「環境をテーマにしたまちづくり」を進め、2013年度に国
の「環境モデル都市」に選定され、「小国町環境にいいこと推進会議」を立ち上げ
るなど、課題に応じた取組を推進してきた。また、2018年度に、SDGs の達成に向
けた優れた取組を提案した29都市が「SDGs 未来都市」に、また特に先導的な取り
組み10事業が「自治体 SDGs モデル事業」として選ばれているが、小国町の提案も
評価され、「SDGs 未来都市」と「自治体 SDGs モデル事業」の両方に選定された
（内閣府（2018a）、内閣府（2018b））。今後、SDGs 推進などの社会的ニーズがあ
る中で、組織の拡張・体制の充実を図る必要がある。
近年、各地域が足もとにある地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会
を形成しつつ、地域特性に応じて資源を補完し支え合うことで、環境・経済・社会
が統合的に循環し、地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であり、
地域での SDGs の実践（ローカル SDGs）を目指す“地域循環共生圏”（環境省HP）
が提唱され、具体的な動きがでている。小国町では、2019年度から地域循環共生圏
づくりに取り組んでおり、未来の町のあるべき姿として、地域資源を活かし、循環
型の社会と産業を創出し、将来にわたって持続可能な形になることを示している（熊
本県小国町（2020））。電源としての電気を購入しても売電先の問題があり、地域経
済循環及び電力、熱といったエネルギー循環を目指そうとしても、実態としては追
いついていない、との課題認識を現場サイドでは持っていた。
第3に、温泉地のある小国町では、1996年に電源開発（株）によって2万 kW
規模の地熱開発が行われる計画があったが、保障や対策方針が温泉関係者らとは折
り合わず、計画が頓挫した経験を持つ。町はこれまでも様々な経緯を経て、地熱開
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発において資金の地域還流を全面に押し出した事業スキームと運営体制により、実
際に地域住民のオーナーシップが高められた経験を持つ地域である（山東・諏訪
（2018））。
第4に、再生可能エネルギー事業の中核を担う事業体である、地域新電力の経営
安定化と卒FIT後の事業展開についてである。これまでみてきたように、自治体
がエネルギー事業を実施するにあたって、環境省などの補助事業に応募し、採択を
重ねて再エネ事業が運営されてきた、しかし、寺林（2013a）が指摘するように、
再エネ事業は、初期投資の回収を完了するまでに長い期間が必要なことが多い。そ
のため、操業・保守段階のリスクが他の事業に比べて高くなりがちである。また、
操業期間が長ければ、それだけ地震や台風などの自然災害で設備が破損するリスク
も高まる（寺林（2013a）p．140）。
豊富な地域資源があり環境意識が高い小国町において、再エネ事業を通じた地域
活性化を図るには、自然由来のエネルギー利用による脱炭素化と地域経済循環に向
けた取り組みを通じて、住民に地域新電力の意義とメリットが感じられるよう、地
域新電力側の経営安定化に向けた努力を行っていくとともに、地域住民の一層の理
解が求められるといえよう。
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